
 

 

[総務部 総務課 所管］  

○総務事務に要する経費（02010104） 2,490,089円（2,538,600円） 決算書 P78 

〈一財：2,490,089円〉 

（目的） 

  顧問弁護士契約、訴訟事務の管理等により、全庁的な業務の円滑な推進を図る。 

（内容） 

・訴訟等に対応するための弁護士委託 

（効果） 

  業務委託により円滑な業務執行に効果を上げた。 

 

○区長会に要する経費（02010105） 18,534,854円（18,633,828円） 決算書 P78 

〈一財：18,534,854円〉 

（目的） 

  本市住民の行政連絡の利便を図るとともに、市内小学校区域ごとの区長会相互の連絡協調を

図り、市政の振興を期する。 

（内容） 

・区長報償 

・区長会連合会への補助 

（効果） 

  自治組織及び区長会連合会組織の円滑化により、コミュニティの推進に効果を上げた。 

 

○職員研修に要する経費（02010107） 1,341,183円（1,333,755円） 決算書 P80 

〈一財：1,341,183円〉 

（目的） 

   職務遂行に必要な能力、市町村を取り巻く行政課題を解決する能力等の向上を目的として、

住民の多種・多様なニーズに対し的確に対応できる職員を育成する。 

（内容） 

  研修実績 137人                          （単位：人） 

（注１）自治研修所                           （単位：人） 

区 分 研  修  名 対 象 受講人数 

自主研修 新任職員の研修 令和６年度新規採用職員 14 

派遣研修 自治研修所 （注 1） 38 

常総広域共同研修 （注 2） 76 

県西都市人事協議会共同研修 指定職員 9 

区 分 研  修  名 受講人数 

講師養成 地方自治制度講師養成研修  1 

地方財政事務講師養成研修  1 

文書事務講師養成研修  1 

接遇講師養成研修  1 

JKET指導者養成研修  2 

特別研修 行政法基礎講座  1 

行政法講座  1 

地方自治講座  1 

法制執務講座  2 

民法講座  4 



 

 

（注２）常総広域共同研修                       （単位：人） 

（効果） 

  公務員としての意識の高揚及び職務遂行のための知識習得に寄与することができた。 

 

○文書法制に要する経費（02010202） 19,295,871円（10,661,538円） 決算書 P86 

〈一財：19,295,871円〉 

（目的） 

  行政事務の効率化、情報公開制度への対応及び行政情報化の推進を目指して文書管理ルール

を維持し、執務環境の整備を図る。 

（内容） 

・料金後納制度による文書発送 

・職員による区長への文書配布業務 

・市例規集データ更新委託等 

（効果） 

  文書発送については、最も安価になるよう郵送方法を検討するなど、経費節減を図った。 

また、区長への文書配布については、職員により月２回の配布とし、効率的運営を図った。 

区 分 研  修  名 受講人数 

政策形成基礎講座  1 

政策法務講座  1 

シティプロモーション講座  1 

事業のスクラップ講座  1 

DX 研修  1 

クレーム対応基礎講座  2 

クレーム対応能力向上講座  1 

危機管理講座  1 

業務マニュアル作成力向上講座  2 

若手職員キャリアデザイン講座  1 

キャリアデザイン講座  1 

OJT研修  1 

ファシリテーション研修  1 

レジリエンス研修  1 

動画制作研修  1 

法務マスター研修  1 

マイナンバー制度講座  1 

地方公会計基礎講座  1 

階層別研修 部長等研修  3 

区 分 研  修  名 受講人数 

特別研修 窓口クレーム対応研修  2 

アサーティブコミュニケーション研修  4 

タイムマネジメント研修  4 

デザイン研修  4 

階層別研修 課長研修  5 

課長補佐研修 15 

係長研修  5 

二部職員研修  12 

一部職員研修 8 

新規採用職員研修（前期・後期）  14 



 

 

 

○電算処理に要する経費（02011001） 126,011,640円（146,466,270円） 決算書 P114 

〈国・県：3,876,000円 一財：122,135,640円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・国補：社会保障・税番号制度システム整備費補助金 3,876,000円   

（目的） 

  庁内ネットワークの充実、国及び地方公共団体間のネットワーク化により情報の共有化を進

め、電算処理業務の迅速化を図るとともに、電子自治体の構築を推進し、市民サービスの向上

を図る。 

電算システムの適切な管理を行い、処理の迅速性・正確性等事務処理の効率化を図る。 

デジタル技術の導入により業務の効率化、省力化を推進する。 

（内容） 

・機器の更新 

  庁内で使用しているパソコン等の機器の更新を行い通信の高速化や安定化などの環境を整

備した。 

・DXによる業務効率化の推進 

   業務の効率化や省力化を図るため、RPAやローコードツール、生成 AIを一部の業務に導入

し、業務の効率化、省力化を行った。 

・地方公共団体情報システムの標準化・共通化への対応 

   令和 7 年度末までに住民記録・税・福祉などのシステムを標準準拠システムに移行するた

めの準備作業を行った。 

（効果） 

  老朽化したパソコン等機器の更新により、システムの安定稼働を実現した。 

標準化への対応のため、国の作成した標準準拠システム仕様書と現行システムとの Fit＆Gap

調査を行い、令和 7年度の標準化・共通化対応作業実施に向けた準備を行った。 

  一部業務に RPAやローコードツール、生成 AIを導入し業務の効率化、省力化を図った。 

 

○地域公民館補助に要する経費（02011402） 5,622,000円（4,994,000円） 決算書 P118 

〈一財：5,622,000円〉 

（目的） 

  地域公民館の改修等の補助を行い、地域のコミュニティ活動の場としての施設の充実を図る。 

（内容） 

 ・改修工事 ８件   ・補修工事 １０件   ・備品購入 ３件 

・エアコン設置、購入 ８件  

（効果） 

  地域住民のための集会、コミュニティの増進に役立てられた。 

 

○諸選挙費（02040301～02） 36,268,892円（新規事業） 決算書 P132 

〈国・県：22,506,022円 一財：13,762,870円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・県委：衆議院議員選挙委託金     22,506,022円 

（目的） 

  任期満了等に伴い、選挙を執行する。 

（内容） 

種    別 執行日 執行経費 投票率 

第 50回衆議院議員総選挙 令和 6年 10月 27日 22,506,022円 54.22% 



 

 

（効果） 

  円滑かつ適正に執行できた。 

 

［総務部 管財課 所管］ 

○契約事務に要する経費（02010110） 3,391,939円（2,901,815円） 決算書 P82 

[総務部 総務課 所管 367,400円含む] 

〈一財：3,391,939円〉 

（目的） 

入札の執行にあたっては透明性及び公正性を図るとともに、競争性を高め経費の削減を図る。 

（内容） 

 ・茨城県入札参加資格電子申請システム（建設工事・建設コンサルタント業務）の共同利用

に参加し、競争入札参加資格審査申請を受け付けた。 

・電子入札システムを利用し、入札制度の透明性、競争性の向上に努めた。 

執行件数：一般競争入札 63件（電子）、指名競争入札 192件（17件（電子）・175件（会場））   

・企業経営審査情報システムの情報提供により、建設業者のランク付け等の基礎データとし

て活用した。 

                                       （単位：円） 

業務名 使用料及び賃借料 

入札参加資格電子申請システム使用料 669,680 

電子入札システム使用料  2,067,230 

企業経営事項審査情報使用料   190,340 

（効果） 

  茨城県入札参加資格電子申請システムの共同利用に参加し、事務の効率化が図れた。また、

電子入札システムによる安全かつ公正な電子入札を実施し、競争性の向上やコストの縮減・事

務の効率化を図ることができた。 

 

○財産管理に要する経費（02010501） 31,346,455円（8,724,044円） 決算書 P88 

〈その他：4,792,852円 一財：26,553,603円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・使用料：行政財産使用料                                 1,417,272円 

・使用料：市民研修所使用料                        493,580円 

  ・諸収入：職員駐車場利用料                2,882,000円 

（目的） 

  公有財産（市有地）の適正な維持管理を行うことで、防犯及び火災防止等を図る。 

（内容） 

  ・市有地については、1件（35.11㎡）を 607,825円で払い下げた。 

  ・市有地 17ヶ所 52,288.88㎡の除草等を実施した。 

・主な業務委託                              （単位：円） 

業務名 委託料 内        容 

坂東市長選挙及び坂東市議会議員補欠選挙 令和 7年 3月 23日 13,762,870円 無投票 



 

 

 

 

市有地雑草除去等委

託 

 

3,294,314 

辺田警察官舎前、岩井・辺田・幸田・みどり町地

内、旧農業共済組合跡地、高速バス岩井発着場周

辺、旧南住宅跡地、便無地区、さしま窓口センタ

ー周辺、沓掛工業団地、山・菅谷・逆井・沓掛・

生子地内、高速バス猿島発着場等 

公有財産台帳管理シ

ステム保守点検委託 
440,000 市有地の管理台帳システム 

公有財産台帳管理シ

ステムデータ更新委

託 

7,645,000 市有地の管理台帳システムの更新 

不動産鑑定業務委託 1,516,900 不動産鑑定 5件 

測量委託 480,700 旧新町駐車場測量業務 

低濃度ＰＣＢ廃棄物

運搬委託 
508,200 低濃度ＰＣＢ廃棄物運搬 

低濃度ＰＣＢ廃棄物

処理委託 
528,000 低濃度ＰＣＢ廃棄物処理 

公共施設長寿命化計

画改訂委託 
12,177,000 公共施設長寿命化計画改訂 

（効果） 

 市有地の適正な維持管理が図れた。 

（課題） 

  未利用地については、公共事業用地や代替地として有効利用を図るとともに、公有財産管理

システムにより未利用市有地の活用方法について、検討していく必要がある。 

 

○庁舎維持管理に要する経費（02010502） 180,442,120円（165,952,622円） 決算書 P90 

 [市民生活部 さしま窓口センター 所管 1,137,754円含む] 

〈その他：6,121,162円 一財：174,320,958円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・使用料：行政財産使用料              3,052,171円 

  ・諸収入：広告掲載料             240,000円 

  ・諸収入：災害共済保険金受入金       2,769,745円 

  ・諸収入：電子コピー複写サービス料      46,210円 

   ・諸収入：公衆電話使用料                 2,820円 

  ・諸収入：建物総合損害共済解約返戻金     10,216円 

（目的） 

庁舎施設を適正に維持管理することにより、事務執行の効率化を図るとともに、来庁者への

快適な環境でのサービス提供に努める。また、施設の適切な管理を行うことによりコスト削減

に努める。 

（内容） 

庁舎及び各施設の法定に基づく定期点検、清掃・警備等を委託した。 

・施設管理業務委託                           （単位：円） 

業務名 委託料 内        容 

施設保守管理業務委託 43,509,400 空調設備保守管理ほか 7業務 

施設警備業務委託 20,044,200 庁舎常駐及び機械警備 

施設定期清掃等業務委託 12,349,122 庁舎ほか 14施設 



 

 

施設日常清掃業務委託 7,590,000 庁舎ほか 4施設 

電話交換業務委託 6,686,000 庁舎電話交換業務 

自動ドア保守点検委託 1,321,100 さしま窓口センターほか 1施設 

電気保安業務委託 3,964,400 庁舎ほか 18施設電気工作物保安管理 

庭木手入れ委託 1,905,200 庁舎緑化メンテナンス等 

電話交換機保守管理業務委託 2,072,400 庁舎 

庁舎設備管理委託 11,369,600 庁舎 

庁舎エレベーター保守点検委託 1,932,480 庁舎・岩井公民館 

（効果） 

各公共施設を適切に管理するために、委託事業を行い円滑な運営ができた。 

 

○車両運行管理に要する経費（02010503） 22,357,576円（22,114,574円） 決算書 P94 

 [市民生活部 さしま窓口センター 所管 294,843円含む] 

〈その他：40,840円 一財：22,316,736円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・諸収入：自動車損害共済解約返戻金      40,840円 

（目的） 

市が所有する中型バスを適切に維持管理し、公共的また市が必要と認める団体が行う事業の

利用のためバスを運行し、一部の業務を民間委託することで円滑な運行管理に努める。 

（内容） 

中型バスの運転業務の一部及び大型バス運行業務を民間業者に委託した。 

    中型バス運転業務委託           3,180,737円（75件） 

   大型バス運行業務委託            1,086,360円（11件） 

（効果） 

  中型バスの適切な維持管理及び各団体等が行う事業の利便を図ることができた。 

 

○旧猿島庁舎解体に要する経費（02010505） 53,918,995円（新規事業） 決算書 P96 

 [市民生活部 さしま窓口センター 所管 2,620,785円含む] 

〈地方債：48,300,000円 その他：1,881円 一財：5,617,114円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・地方債：地域複合施設整備事業債（合併特例事業債） 48,300,000円 

  ・諸収入：水道使用料受入金                1,881円 

（目的） 

旧猿島庁舎跡地の利活用を図るため、解体工事及び付帯工事を実施する。 

（内容） 

・工事請負費                              （単位：円） 

工事名 工事請負費 内        容 

旧猿島庁舎解体工事 40,430,000 旧猿島庁舎解体工事（令和７年度繰越） 

電算機器等整備工事 361,680 電算機器等整備工事 

給水管移設工事 4,917,000 給水管移設 

電話交換機移設工事 986,040 電話交換機移設 

発電機移設工事 1,295,800 発電機移設 

震度計移設工事 2,860,000 震度計移設 

記念碑移設工事 412,500 記念碑移設 

（効果） 

  旧猿島庁舎跡地利用のための準備を行うことができた。 



 

 

 

○住宅維持管理に要する経費（08050101） 16,248,473円（11,282,924円） 決算書 P278 

〈その他：16,248,473円〉 

＊特定財源積算根拠  

・使用料：住宅使用料                       15,983,373円 

 ・手数料：各種証明等手数料                                         5,100円 

  ・諸収入：住宅防火補助金                      170,000円 

  ・諸収入：（公社）全国公営住宅火災共済機構住宅災害見舞金       90,000円 

（目的） 

  住宅に困窮する低額所得者に対し、低廉な家賃で賃貸する市営住宅を供給し管理することで、

市民生活の安定と社会福祉の増進に寄与する。 

（内容） 

  市営住宅管理状況 

  ・藤田住宅 7棟 122戸 ・さしま住宅 3棟 36戸 ・辺田山中住宅 4棟 20戸  

・主な業務委託                              （単位：円） 

業務名 委託料 内        容 

飲料水槽等清掃委託 434,500 藤田住宅、さしま住宅 

エレベーター保守点検委託 2,607,000 藤田住宅Ｆ棟・Ｇ棟、さしま住宅Ｂ棟・Ｃ棟 

遊具点検委託 99,000 藤田住宅、さしま住宅、辺田山中住宅 

消防設備点検委託 440,000 藤田住宅、さしま住宅 

（効果） 

  住宅に困窮する低額所得者の生活の安定と福祉の増進に寄与することができた。 

 

［総務部 課税課 所管］ 

○市民税事務に要する経費（02020102） 8,214,099円（6,568,648円） 決算書 P120 

〈一財：8,214,099円〉 

（目的） 

  課税資料に基づき市民税(個人・法人)の適正な課税を図る。 

（内容） 

  市民税(個人・法人)の申告書及び給与支払報告書等課税資料の管理により適正賦課に努めた。 

（効果） 

  適正課税をすることにより市の財源確保が図れた。 

 

○資産税事務に要する経費（02020103） 11,879,953円（21,306,025円） 決算書 P120 

〈その他：2,246,631円 一財：9,633,322円〉 

＊特定財源積算根拠 

・手数料：税務諸証明手数料            2,192,721円 

・諸収入：電子コピー複写サービス料                   27,910円 

・諸収入：土地評価基準作成土地精通者謝金       26,000円 

（目的） 

  固定資産税の課税客体を正確に把握することにより、課税内容の適正かつ公平化を図るとと

もに、財源の確保に資する。 

（内容） 

・固定資産基礎資料更新業務             5,225,000円 

土地の異動状況及び家屋の各種図面等の更新により、課税客体を適正に管理し、固定資産の



 

 

評価事務及び現況調査事務の正確かつ迅速化を進めた。 

 ・時点修正鑑定評価業務               1,155,000円 

  基準日（１月１日）の価格が７月１日現在で下落している場合は、その価格を評価額に反映

させるための措置を講ずることとなっており、その価格把握のための調査を委託した。 

（効果） 

  課税客体である土地・家屋の異動は近年増加傾向にあるが、システム管理することにより、

現地調査での実態把握の迅速化や事務の効率化に資することで適正課税を推進した。 

 

○管理事務に要する経費（02020104） 2,634,779円（2,734,628円） 決算書 P122 

〈その他：2,634,779円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・手数料：税務諸証明手数料             2,616,479円 

・諸収入：原動機付自転車標識弁償金          18,300円 

（目的） 

  軽自動車税の課税客体を正確に把握することにより、課税内容の適正、公平化を図る。また、

税務関係証明を交付し、市民生活の円滑化を図る。 

（内容) 

 ・賦課資料に基づいた課税及びその台帳や書類等の管理 

 ・税務関係証明の交付 

税務関係証明書等交付件数                    （単位：件、円） 

証明の種類 件数 手数料 

所得証明 835 250,500 

非課税証明 1,625 487,500 

課税証明 3,102 930,600 

税証明（コンビニ交付分） 645 129,000 

納税証明 4,918 1,475,400 

土地家屋証明（評価・所有不動産・登載） 3,356 1,006,800 

公課証明 547 164,100 

諸証明（現況・事業所所在証明・その他） 137 41,100 

土地公図写 70 21,000 

閲覧・名寄・課税明細 391 117,300 

住宅用家屋証明 143 185,900 

合計 15,769 4,809,200 

（効果） 

  適正な課税に基づく軽自動車税の賦課による財源の確保や税務関係証明を交付することによ

り、住民サービスの向上を図ることができた。 

 

○市税還付に要する経費（02020105） 21,519,956円（19,851,841円） 決算書 P122 

〈一財：21,519,956円〉 

（目的） 

  賦課資料に基づき適正に賦課する。 

（内容） 



 

 

個人市民税： 10,357,256円（261件 確定申告等） 

  法人市民税： 10,925,600円（144件 確定申告、還付加算金等） 

  固定資産税：    235,100円（ 11件 償却資産修正申告、土地課税錯誤等） 

  軽自動車税：      2,000円（  1件 賦課期日後の廃車申告） 

（効果） 

  各税目とも適正課税を図ることができた。 

［総務部 収納課 所管］ 

○賦課徴収事務に要する経費（02020201） 58,251,966円（58,701,353円） 決算書 P124 

 [総務部 総務課 所管 41,540,070円含む] 

〈その他：178,900円 一財：58,073,066円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・手数料：督促手数料                         178,900円 

（目的） 

  収納率の向上と滞納額の縮減に向けて、納税意識を喚起するために電話・文書催告等の実施、

納税相談等の充実と強化を図る。公平・公正な納税の観点から滞納処分の執行に努める。 

（内容） 

 ・茨城租税債権管理機構の活用 

（効果） 

・茨城租税債権管理機構 

   負担金額             3,484,000円 

   R6年度移管状況 

    移管件数               21件 

    移管金額            17,087,211円 

    徴収金額（R5移管分含む）   12,155,335円 

 

［総務部 交通防災課 所管］ 

○防犯対策に要する経費（02010901） 31,935,709円（28,005,422円） 決算書 P112 

〈その他：800,000円 一財：31,135,709円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・寄附金：まち・ひと・しごと創生寄附活用事業寄附金       800,000円 

（目的） 

 犯罪の起こりにくい環境づくりをするため、警察、防犯団体、地域の自主防犯活動団体等と

連携、協力し、防犯対策や防犯活動を進めるとともに、防犯灯、防犯カメラ、防犯看板等を充

実させることにより、更なる犯罪抑制効果を図る。また、防犯灯の球切れや故障等への迅速な

対応を行うとともに、省エネに取り組むため、寿命が長く消費電力が少ないＬＥＤ防犯灯への

移行を推進する。 

（内容） 

（単位：千円） 

防犯灯 修繕 232基 2,404 

ＬＥＤ防犯灯 新設 56基 2,679 

交換 35基 1,164 

防犯カメラ 新設 5基 1,291 

移設 2基 675 

（効果） 



 

 

犯罪の起こりにくい環境を整備することができ、安全で安心して暮らせる地域社会づくりを

推進することができた。また、防犯灯のＬＥＤ化を推進することにより、環境に配慮した防犯

対策を実施することができた。 

 

○交通安全指導推進に要する経費（02070101） 8,401,190円（8,021,931円） 決算書 P142 

〈一財：8,401,190円〉 

（目的） 

  警察や交通安全関係団体と連携して、道路利用者の交通安全意識の高揚を図り、交通ルール

の遵守と交通マナーの向上を推進し、高齢者や子ども等誰もが安全で安心して利用できる道路

交通環境を整える。 

（内容） 

・交通関係団体の育成指導 

  各団体の活動を効果的に推進するために補助金を交付した。 

  坂東市交通安全推進協議会・・・・・・・  731,147円 

  坂東市交通安全母の会・・・・・・・・・1,551,039円 

坂東市交通安全指導員連絡協議会・・・・ 220,933円 

・交通安全教室開催状況 

  小学校・・・・・・23回（1,453人） 

  認定こども園・・・ 3回（ 243人） 

 ・高齢者免許証自主返納等支援事業 

  運転免許証を自主返納等した高齢者を対象に 15,000円分の公共交通利用券を交付した。 

  交付件数 43件 

（効果） 

警察や交通安全関係団体と連携し、交通安全対策事業を実施したことにより、道路利用者に

交通安全思想の普及と交通道徳の高揚を図ることができた。 

 

○交通安全施設整備に要する経費（02070102） 7,848,483円（7,449,194円） 決算書 P142 

〈一財：7,848,483円〉 

（目的） 

  道路利用者の視点に立ち安全で快適な道路交通環境の確立をめざし、通学路や危険箇所等に、

道路標識や道路反射鏡、区画線等の交通安全施設を整備し、道路利用者の安全確保、交通事故

防止を図る。 

（内容） 

道路反射鏡 

 

 

新設 17基 

撤去 10基 

修繕 7基 

路面標示 新設 2箇所 

修繕 8箇所 

ポストコーン 新設 4箇所 

交通安全看板 新設 8基 

警戒標識 

 

新設 32基 

修繕 2基 

撤去 1基 

（効果） 

交通安全施設を設置、補修したことにより、安全で安心な道路交通環境の推進が図られた。 



 

 

 

○消防団活動に要する経費（09010201） 56,722,212円（55,942,792円） 決算書 P280 

〈その他：7,469,000円 一財：49,253,212円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

・諸収入：消防団員退職報償金       7,469,000円 

 

（目的） 

消防団員の装備の強化や規律訓練等をすることにより、災害現場における団員の安全管理と

更なる士気の高揚及び円滑な消防団活動を図る。 

（内容） 

 ・新入団員 39人に貸与品（活動服、アポロキャップ、救助用編上げ靴等）を支給 

 ・消防団機関員講習、消防団員全体訓練及び消防春季点検式の実施 

 ・県立消防学校入校による訓練の実施（火災防ぎょ、規律訓練） 

 ・警戒活動の実施（春・秋火災予防週間や年末年始における火災予防活動） 

 ・火災による出場（48件、延べ 163分団、延べ 2,046名） 

 ・消防ポンプ操法大会県西地区大会の開催 

（効果） 

  訓練や研修等を通じて消防技術を習得し、規律のとれた消火活動や火災予防活動等が実施で

き、円滑な消防団活動が図られた。 

 

○消防施設管理に要する経費（09010301） 8,786,781円（8,428,343円） 決算書 P284 

〈一財：8,786,781円〉 

（目的） 

  消防・防災活動の要となる施設の管理を充実することにより、火災や災害時に円滑な消防活

動を行えるようにする。 

（内容） 

  消防団車庫（詰所）の浄化槽保守点検・清掃委託 

  消防団車庫（詰所）の光熱水費 

（効果） 

  消防施設の適正な維持管理を行うことにより、円滑な消防活動が行える体制を確保すること

ができた。 

 

○消防車両に要する経費（09010302） 29,788,889円（4,154,526円） 決算書 P284 

 [総務部 管財課 所管 246,114円含む] 

〈地方債：24,100,000円 一財：5,688,889円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・地方債：消防防災施設整備事業債      24,100,000円 

（目的） 

消防・防災活動の要となる消防車両を整備、充実することにより、災害発生時に円滑な消防

活動を行えるようにする。 

（内容） 

 ・消防車両の購入（第 14分団消防ポンプ車） 

・消防車両 17台、指揮車３台の車検・整備・維持管理 

（効果） 

  消防車両を適切に維持・管理することにより、円滑な消防活動体制を確保することができた。 

 



 

 

○消防施設整備に要する経費（09010303） 2,397,136円（6,066,280円） 決算書 P284 

〈一財：2,397,136円〉 

（目的） 

消防・防災活動の拠点となる施設を整備することにより、災害発生時に円滑な消防活動を行

えるようにする。 

 

（内容） 

・防火水槽修繕工事 １基 

・防火水槽解体工事 ５基（８㎥ ５基） 

（効果） 

  消火施設を適切に管理することで、迅速かつ的確な消火活動の実践が図られた。 

 

○水防対策に要する経費（09010401） 1,618,030円（286,600円） 決算書 P286 

〈一財：1,618,030円〉 

（目的） 

  水防法の規定に基づき水防訓練を実施し、河川の洪水による水害を最小限に食い止めるため

消防団員に水防工法を習得させることを目的とする。 

（内容） 

 ・坂東市、古河市、境町による二市一町合同水防演習の実施（Ｒ６年度は坂東市で開催） 

（効果） 

  水防訓練を実施し、水防団員の士気の高揚を図るとともに、水防技術の習得に努めることが

できた。 

  

○防災対策に要する経費（09010501） 23,887,813円（20,645,167円） 決算書 P286 

〈その他：200,000円 一財：23,687,813円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

・諸収入：防災ラジオ利用者負担金  200,000円 

（目的） 

  防災体制の強化及び有事の際の緊急事態対処体制を整備し、市民の生命、身体及び財産を保

護するため、地域防災計画・国民保護計画・国土強靭化計画により、災害（有事）に強い都市

基盤の整備、地震災害・風水害からの安全確保、災害時要支援者の安全環境整備、防災拠点施

設の機能整備・強化、市民・防災関係機関・市職員の災害（有事）時行動力強化、地域に即し

た避難体制の確立、救援・救護体制の確立を図る。 

（内容） 

 ・災害用備蓄品の確保（主なもの 真空パック毛布１００枚、缶入りソフトパン７６８食、    

クラッカー２，４５０食、粉ミルク４８０袋、液体ミルク２４０缶、非常用トイレ４,６００

回分） 

 ・飲料水兼耐震性貯水槽の管理 

・デジタルＭＣＡ無線機の管理 

・衛星携帯電話、タブレット端末、空撮システム（マルチコプター）の管理 

・防災無線（防災ラジオ）の整備、管理 

  防災ラジオ配付実績８，１６３台（Ｒ６年度末） 

  防災ラジオによる情報の配信（９２件、９２回） 

・災害時一斉通報システムの管理 

・被災者生活再建支援システムの管理 

（効果） 



 

 

災害に備えて、非常用備蓄品や飲料水の確保、非常用通信手段の確保、災害状況調査力の強

化、避難体制の確立、防災関係機関や市職員の行動力の強化などにより救急・救護体制や避難

支援体制、応急復旧体制の強化が図られた。 

（課題） 

  災害（有事）時の地域住民への情報伝達手段とする防災ラジオ（戸別受信機）を各世帯に普

及させていく。併せて、メールやアプリでの情報提供についても積極的に周知していく。 

○防災訓練に要する経費（09010502） 842,511円（949,148円） 決算書 P288 

〈一財：842,511円〉 

（目的） 

  甚大な被害が予想される河川の大規模氾濫、首都直下地震、その他の災害に際し、県・各関

係機関・地域住民が一体となり、応急対策や復旧活動など被害の軽減、二次災害の防止等のた

め、毎年、防災訓練を実施することにより防災活動の習熟、関係機関等の協力体制の強化及び

防災意識の高揚を図る。 

（内容） 

関係機関協力のもと、長須地区の住民を対象に実際の避難所へ避難する防災訓練を実施した。 

長須地区の住民に避難を呼びかけ、浸水区域の外にある県立坂東清風高等学校へ避難を行っ

た。小学生及び要配慮者についてはバスでの避難を行い、避難後は校庭や体育館にて初期消火

や避難所設置等の啓発体験を行った。 

（効果） 

住民参加型の避難訓練を実施したことで、大規模災害発生時の迅速な避難行動の促進、住民

の意識向上が図られた。 

防災訓練を実施することにより、災害時における応急対策や復旧活動など被害の軽減、二次

災害の防止等、迅速な防災活動の習熟、関係機関の協力体制の強化が図られた。 

 


